
支給対象者
・受講開始日時点で雇用保険に加入している方

インターネット・アカデミー（以下、「本校」という。）は、インターネット・ビジネス・ジャパン株式会社がコンピューターによる視聴
覚表現の技術習得と研鑽のため、所定の科目を開設（以下、「講座」という。）し、関連する機器、施設を利用した技術指導サービスを提
供する私塾です。本校から受講を許可された方および本校施設を利用する方（以下、「受講生」という。）は、本約款の記載事項を理解した上、
これを尊守することに同意しなければなりません。尚、本約款は、受講希望者に対し、受講申込書とともに受講案内書類のひとつとして
交付されます。

第２条　契約の成立
１． 受講希望者とインターネット・ビジネス・ジャパン株式会社との受講契約は、受講希望者が本校の受講申込書に所定の事項を記入の上、
本校に対して、その受講を申し込み、本校がこれを受諾し、受講申込書を受領したときに、成立します。

２． 前項の要件を満たした者は、それと同時に、本校により定められた範囲以内で、受講期間終了までの講座を受ける権利を得るものとします。
３． 受講期間終了後は、本校により指定されたサービスを定められた方法によって利用して、自己研鑽することができます。
 しかし、これは受講生に対する本校の義務以外のサービスであり、変更、中断、中止、停止もしくは廃止、その他、サービスに関
連して発生した利用者の損害について、理由を問わず、一切責任は負いません。

第３条　本校の受講者に必要な条件
本校受講希望者は、次の条件を満たしていなければなりません。
（１） 受講生個人の技術習得と研鑽を目的として、本校が提供する講座を受講すること。
（２） 本校の授業は、特に指定された講座以外は、日本語による授業であるので、日本語による授業を理解できること。
（３） 受講を継続する経済的負担が可能なこと。
（４） 写真によって本人であることを証明できる公文書あるいはそれに準ずるもの、たとえば、自動車運転免許証、パスポート、学生証、

社員証等の実物を本校に提示するとともに、本校がその複写をとり、本校内に保存することに、同意すること。
（５） 本校が求めた場合、本校の認める保証人を用意できること。
（６） 他の受講生および本校関係者に伝染する恐れのある法的伝染病等の疾病に罹患していないこと。
（７） 本約款の規定事項を遵守できること。

第４条　審査
１． 本校は、受講許可のための審査を行うことがあります。
２． 審査の方法については、本校の都合により、適宜、適当な方法をとるものとします。
 なお、判定の基準、判定結果の理由については、いかなる場合にも、開示もしくは説明しません。

第５条　受講内容および受講方法
１． 本校は、受講生に対し、コンピュータの技術習得及び各種ライセンス取得を目指す講座を提供しています。
２． 本校は、e-learning、その他の方法による受講形態を採用しています。

第６条　受講講座数・受講期間について
１． 受講生には、受講証を貸与します。
２． 受講講座数は、本校サーバ内に記録された、もしくは、それに代わるデータを唯一のものとします。ただし、やむを得ない事情があ
る場合には、受講講座数の算出を本校の判断において実施させていただき、その結果を本校から受講生に通知するものとします。

３． 受講講座数は、第 11 条および第 12 条に定める中途解約の際のご返金額算出の基準になるものです。
４． 受講期間は、受講契約成立後、本校が定める所定の入学手続きを終え、当校の施設を利用した日（受講開始日）を始期とします。
５． 受講可能期間は、下記のとおりとします。 お申し込みの講座・コースは、この受講期間内に終了していただくこととします。
 （１）割引前の税抜受講料が 30 万円未満の場合は、本条第４項で定めた始期から半年間
 （２）割引前の税抜受講料が 30 万円以上の場合は、本条第４項で定めた始期から 1 年間
６． 受講を申し込まれた講座・コースの受講開始日は、受講証に記録されます。
７． 受講ポイントを追加購入することで、受講期間が終了した講座・コースの授業を再受講することができます。受講期間終了後の再受
講は、本条第５項で定めた受講期間とは別の新規のサービスとなりますので、この受講ポイントを利用しての中途解約権の延長、及
び中途解約はできません。

８． 教育訓練給付金指定講座については、別途、受講期間を定めます。
９． 本校の受講生に対する講座の提供に関するすべての義務は、下記のいずれかの場合に終了します。
 （１）所定の受講期間を終了した場合
 （２）クーリングオフをした場合（第 10 条に規定）
 （３）中途解約をした場合（第 11 条に規定）
 （４）退校措置になった場合（第 19 条に規定）

第７条　場所、日程等の変更および廃止
やむを得ない事情がある場合、本校のウェブサイト、施設内への事前の掲示あるいはその他の方法のいずれかによって予告し、受講場所、
日程等を変更および廃止することがあります。

第８条　受講料の支払い時期及びその方法
受講に要する費用は、原則として、契約成立の日から受講開始日までに、以下のいずれかの方法により、お支払いいただきます。
（１） 本校指定銀行口座への一括振込み
（２） 本校指定のカードによる一括払い
（３） 本校指定業者との教育ローン契約等の締結にもとづく、当該業者よりの支払い

第９条　受講料の内訳および総額・教材等の取扱い

１． 受講を申し込まれた講座・コースの受講料等の内訳及び総額は、受講申込書に記入されます。
２． 本校から提供された教材は、受講生本人のみが使用することとし、第三者への譲渡・販売・貸し出し等を禁じます。また、違法な複製・
改ざん・改変等の行為は、著作権法によって禁じられています。

３． 本条第２項に違反する行為があった場合、本校は、受講生に対して、損害賠償及び教材の即時返還、並びに、原状回復を求めること
ができることとします。

４． 受講講座をすべて消化した場合または受講期間が終了した後であっても、本条第２項、第３項の規定は、有効とします。
５． 入学金は、入校に際してかかる、初期費用の一部に充当されます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　
第 10 条　クーリングオフ
１．特定商取引に関する法律により、受講期間が２ヶ月以下または支払い総額が５万円以下（税込み）の場合を除き、第２条に
定める契約の成立の日より起算して８日間（土曜日、日曜日、及び、祝日を含みます。）は、書面にて解約する旨のご連絡
をいただいた場合、関連商品の売買契約及び役務提供契約（受講契約）を解除（クーリングオフ）できます。なお、クーリ
ングオフに関して不実のことを告げられて誤認し、または、威迫され、あるいは、困惑してクーリングオフをしなかったと
きは、改めてクーリングオフができる旨の書面を受領した日を含む８日間を経過するまでは、クーリングオフができます。

２．クーリングオフの効力は、契約解除の通知書面を発信した時（郵便消印日付）に、その効力が生じます。内容証明郵便の利
用が確実です。

３．この場合、お申込者は、
 （１）損害賠償金や違約金を支払う必要はありません。
 （２）本校より提供した物品（受講証、教材など）の全てを、必ず返却してください。なお、弊社規定の着払い宅配便をご利用ください。
 （３）期間中、既に役務の提供を受け、又は、施設を利用した場合でも、当該契約に基づく対価の支払い義務はありません。
 （４）既に対価の一部または全部を支払われている場合は、当月末（申請日が 20 日を過ぎている場合は翌月末）までに、
                 返還いたします。

第 11 条　中途解約
１． 受講期間が２ヶ月以下、または、支払総額が５万円以下（税込み）の場合を除き、クーリングオフ期間経過後も、受講契約有効期間中は、
関連商品の売買契約も含め、将来に向かって、契約の中途解約が可能です。

２． 中途解約は、本校が定める受講期間内で、未受講講座が残っている場合に、可能です。本人確認のために、書面より申し出るものとし、
本校がその書面を受理し、本校より提供した物品（受講証、教材など）全ての返還を受けた日を、解約日とします。

３． 受講生が未成年者の場合は、保護者あるいは法定代理人が解約を申し出るものとします。
４． 受講講座をすべて消化した場合や受講期間終了後は、いかなる場合であっても、解約はできません。

第 12 条　中途解約の場合のご返金額の計算方法
【受講開始前の契約解除の場合】
１． 事務手数料・解約料（特定商取引に関する法律を規定する「契約の締結及び履行のために通常要する費用」）として、１万５千円（税込）
をお支払いいただきます。

２． 一つの契約の中に複数の講座・コースがある場合、「受講開始前」とは、いずれの講座・コースの受講も始まっていない場合をさします。
３． お支払済みの金額が上記費用を超える場合は、上記費用を差し引いた残金額を返還します。また、お支払済み金額が上記費用に満た
ない場合は、その差額をお支払いいただきます。

【受講開始後の契約解除の場合】
１． お支払い総額から、次に該当する金額の合計を差し引いた残額を返還します。金額は、いずれも消費税を含みます。
 （１）受講済みの受講料（提供された役務の対価に相当する額）
 （２）解約によって生じる損害金として、残受講料の 20%（ただし、５万円を限度とします。）
 （３）諸費用１万 1 千円（入学手続き諸費用及びコンピュータシステム登録管理料７千円、契約書類作成管理費４千円）
２． お支払済みの金額が上記を超える場合は、上記解約手数料等を控除した残額を、受講生の指定する銀行口座に振り込む方法で返還し
ます。また、お支払済みの金額が上記に満たない場合は、その差額をお支払いいただきます。

３． 受講済み講座の算出は１コマ単位とし、受講生の都合により１コマ未満の端数が生じた場合は、すべて繰り上げさせていただきます。
４． 教育ローンを利用して受講料をお支払いの場合、受講生は、信販会社等所定の方法で精算手続きを行うこととします。
５． 受講生は、中途解約手続きを円滑に行うため、本契約及び教育ローン等の契約、約款に関する受講生の受講内容や教育ローン等の残
債額等の個人情報を、本校及び教育ローン等の会社が相互に提供し、利用することに、同意するものとします。

６． 本約款により入学金、受講料、および、その他の諸費用等の返金を行った場合、受講生は、本校の講座に対する全ての権利を失うも
のとします。

第 13 条　支払停止の抗弁権
受講生が受講契約に関して信販会社の教育ローン等を利用している場合には、本校が受講生に返還すべき受講料があれば、その金額につ
いては、当該信販会社に対して、支払いを停止することができます。但し、契約金額が 4 万円に満たない場合、契約が受講生にとって商
行為となる場合、及び、抗弁の主張が信義則に反する場合は、支払いを停止することができません。

第 14 条　前受金の保全措置
特にありません

第四次産業革命スキル習得講座の
受講を検討されている方へ

裏面に続きます。

　 支給対象者

受講開始日時点で
雇用保険に加入している方

雇用保険の被保険者が 3 年以上
( 給付金制度をはじめて利用する人は 2 年 )

※雇用保険喪失から 1 年以内に妊娠・出産などの理由で 30 日以上、受講開始できない期間がある場合はハローワークに申請する  
　ことで特例が認められることがあります。
※受給資格については必ずお住まいの地域を管轄するハローワークにお問い合わせください。

経済産業大臣が認定する「第四次産業革命スキル習得講座認定制度」は、IT・データを中心とした将来の成長が強く見込まれ、雇用創出
に貢献する分野において、社会人が高度な専門性を身に付けてキャリアアップを図る、専門的・実践的な教育訓練講座を経済産業大臣が
認定する制度です。また、一定の要件を満たすことで厚生労働省より専門実践教育訓練給付金として受講料の最大 70％が支給されます。

　 支給額

・教育訓練経費の 50%( 最大 40 万円 )
雇用保険の被保険者が 3 年以上 ( 給付金制度をはじめて利用する人は 2 年 )

・受講修了後、1 年以内に雇用保険被保険者として雇用された場合は、
　訓練経費の 70% から支給済の差額分を差し引いた金額 ( 最大 16 万円 )
離職日翌日から 1 年以内かつ雇用保険の被保険者が 3 年以上あった場合 ( 給付金制度をはじめて利用する人は 2 年 )

受講開始日時点で
雇用保険に加入していない方

離職日翌日から 1 年以内かつ
雇用保険の被保険者が 3 年以上あった場合
( 給付金制度をはじめて利用する人は 2 年 )

　 支給までの流れ

受講前の手続き

受講開始前に、以下の手続きを行う必要があります。「2．受給資格確認手続き」を受講開始日の 1 ヶ月前までに行います。

１．訓練前キャリアコンサルティング
申請の手続きを行う前に「訓練前キャリアコンサルティング」を受け、ジョブ・カードの交付をうける必要があります。訓練前キャ
リアコンサルティング前に書類の準備が必要です。詳しくは、最寄りのハローワークにお問い合わせください。
http://jobcard.work/yoyaku.html

3．「受給資格者証」の交付
ハローワークから「受給資格者証」が交付され、支給申請期間が指示されます。

２．受給資格確認手続き
受講開始日の 1 ヶ月前までにお住まいの地域を管轄するハローワークで受給資格確認手続きを行ってください。以下の書類を提出
する必要があります。

　　 [ 提出書類 ]
　　・教育訓練給付金及び教育訓練支援給付金受給資格確認票
　　・ジョブ・カード
　　・本人確認書類
　　・写真 2 枚 ( 正面上半身、3.0 ㎝ ×2.5 ㎝ )
　　・振込先の通帳またはキャッシュカード
　　・専門実践教育訓練および特定一般教育訓練給付再受給時報告（受給経験がある場合のみ）
　　　※手続き時に雇用保険被保険者番号とマイナンバーの記入が求められます。
　　　※申請書類に記載する指定番号には以下の番号を記載してください。
　　　　IoT エンジニア育成コース A　      1310264-2110011-9
              IoT エンジニア育成 B コース　      1310264-2210011-9
 AI エンジニア育成コース　           1310264-2220011-9
 AI × IoT エンジニア育成コース　 1310264-2220021-1



支給対象者
・受講開始日時点で雇用保険に加入している方

インターネット・アカデミー（以下、「本校」という。）は、インターネット・ビジネス・ジャパン株式会社がコンピューターによる視聴
覚表現の技術習得と研鑽のため、所定の科目を開設（以下、「講座」という。）し、関連する機器、施設を利用した技術指導サービスを提
供する私塾です。本校から受講を許可された方および本校施設を利用する方（以下、「受講生」という。）は、本約款の記載事項を理解した上、
これを尊守することに同意しなければなりません。尚、本約款は、受講希望者に対し、受講申込書とともに受講案内書類のひとつとして
交付されます。

第２条　契約の成立
１． 受講希望者とインターネット・ビジネス・ジャパン株式会社との受講契約は、受講希望者が本校の受講申込書に所定の事項を記入の上、
本校に対して、その受講を申し込み、本校がこれを受諾し、受講申込書を受領したときに、成立します。

２． 前項の要件を満たした者は、それと同時に、本校により定められた範囲以内で、受講期間終了までの講座を受ける権利を得るものとします。
３． 受講期間終了後は、本校により指定されたサービスを定められた方法によって利用して、自己研鑽することができます。
 しかし、これは受講生に対する本校の義務以外のサービスであり、変更、中断、中止、停止もしくは廃止、その他、サービスに関
連して発生した利用者の損害について、理由を問わず、一切責任は負いません。

第３条　本校の受講者に必要な条件
本校受講希望者は、次の条件を満たしていなければなりません。
（１） 受講生個人の技術習得と研鑽を目的として、本校が提供する講座を受講すること。
（２） 本校の授業は、特に指定された講座以外は、日本語による授業であるので、日本語による授業を理解できること。
（３） 受講を継続する経済的負担が可能なこと。
（４） 写真によって本人であることを証明できる公文書あるいはそれに準ずるもの、たとえば、自動車運転免許証、パスポート、学生証、

社員証等の実物を本校に提示するとともに、本校がその複写をとり、本校内に保存することに、同意すること。
（５） 本校が求めた場合、本校の認める保証人を用意できること。
（６） 他の受講生および本校関係者に伝染する恐れのある法的伝染病等の疾病に罹患していないこと。
（７） 本約款の規定事項を遵守できること。

第４条　審査
１． 本校は、受講許可のための審査を行うことがあります。
２． 審査の方法については、本校の都合により、適宜、適当な方法をとるものとします。
 なお、判定の基準、判定結果の理由については、いかなる場合にも、開示もしくは説明しません。

第５条　受講内容および受講方法
１． 本校は、受講生に対し、コンピュータの技術習得及び各種ライセンス取得を目指す講座を提供しています。
２． 本校は、e-learning、その他の方法による受講形態を採用しています。

第６条　受講講座数・受講期間について
１． 受講生には、受講証を貸与します。
２． 受講講座数は、本校サーバ内に記録された、もしくは、それに代わるデータを唯一のものとします。ただし、やむを得ない事情があ
る場合には、受講講座数の算出を本校の判断において実施させていただき、その結果を本校から受講生に通知するものとします。

３． 受講講座数は、第 11 条および第 12 条に定める中途解約の際のご返金額算出の基準になるものです。
４． 受講期間は、受講契約成立後、本校が定める所定の入学手続きを終え、当校の施設を利用した日（受講開始日）を始期とします。
５． 受講可能期間は、下記のとおりとします。 お申し込みの講座・コースは、この受講期間内に終了していただくこととします。
 （１）割引前の税抜受講料が 30 万円未満の場合は、本条第４項で定めた始期から半年間
 （２）割引前の税抜受講料が 30 万円以上の場合は、本条第４項で定めた始期から 1 年間
６． 受講を申し込まれた講座・コースの受講開始日は、受講証に記録されます。
７． 受講ポイントを追加購入することで、受講期間が終了した講座・コースの授業を再受講することができます。受講期間終了後の再受
講は、本条第５項で定めた受講期間とは別の新規のサービスとなりますので、この受講ポイントを利用しての中途解約権の延長、及
び中途解約はできません。

８． 教育訓練給付金指定講座については、別途、受講期間を定めます。
９． 本校の受講生に対する講座の提供に関するすべての義務は、下記のいずれかの場合に終了します。
 （１）所定の受講期間を終了した場合
 （２）クーリングオフをした場合（第 10 条に規定）
 （３）中途解約をした場合（第 11 条に規定）
 （４）退校措置になった場合（第 19 条に規定）

第７条　場所、日程等の変更および廃止
やむを得ない事情がある場合、本校のウェブサイト、施設内への事前の掲示あるいはその他の方法のいずれかによって予告し、受講場所、
日程等を変更および廃止することがあります。

第８条　受講料の支払い時期及びその方法
受講に要する費用は、原則として、契約成立の日から受講開始日までに、以下のいずれかの方法により、お支払いいただきます。
（１） 本校指定銀行口座への一括振込み
（２） 本校指定のカードによる一括払い
（３） 本校指定業者との教育ローン契約等の締結にもとづく、当該業者よりの支払い

第９条　受講料の内訳および総額・教材等の取扱い

１． 受講を申し込まれた講座・コースの受講料等の内訳及び総額は、受講申込書に記入されます。
２． 本校から提供された教材は、受講生本人のみが使用することとし、第三者への譲渡・販売・貸し出し等を禁じます。また、違法な複製・

改ざん・改変等の行為は、著作権法によって禁じられています。
３． 本条第２項に違反する行為があった場合、本校は、受講生に対して、損害賠償及び教材の即時返還、並びに、原状回復を求めること
ができることとします。

４． 受講講座をすべて消化した場合または受講期間が終了した後であっても、本条第２項、第３項の規定は、有効とします。
５． 入学金は、入校に際してかかる、初期費用の一部に充当されます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　
第 10 条　クーリングオフ
１．特定商取引に関する法律により、受講期間が２ヶ月以下または支払い総額が５万円以下（税込み）の場合を除き、第２条に
定める契約の成立の日より起算して８日間（土曜日、日曜日、及び、祝日を含みます。）は、書面にて解約する旨のご連絡
をいただいた場合、関連商品の売買契約及び役務提供契約（受講契約）を解除（クーリングオフ）できます。なお、クーリ
ングオフに関して不実のことを告げられて誤認し、または、威迫され、あるいは、困惑してクーリングオフをしなかったと
きは、改めてクーリングオフができる旨の書面を受領した日を含む８日間を経過するまでは、クーリングオフができます。

２．クーリングオフの効力は、契約解除の通知書面を発信した時（郵便消印日付）に、その効力が生じます。内容証明郵便の利
用が確実です。

３．この場合、お申込者は、
 （１）損害賠償金や違約金を支払う必要はありません。
 （２）本校より提供した物品（受講証、教材など）の全てを、必ず返却してください。なお、弊社規定の着払い宅配便をご利用ください。
 （３）期間中、既に役務の提供を受け、又は、施設を利用した場合でも、当該契約に基づく対価の支払い義務はありません。
 （４）既に対価の一部または全部を支払われている場合は、当月末（申請日が 20 日を過ぎている場合は翌月末）までに、
                 返還いたします。

第 11 条　中途解約
１． 受講期間が２ヶ月以下、または、支払総額が５万円以下（税込み）の場合を除き、クーリングオフ期間経過後も、受講契約有効期間中は、
関連商品の売買契約も含め、将来に向かって、契約の中途解約が可能です。

２． 中途解約は、本校が定める受講期間内で、未受講講座が残っている場合に、可能です。本人確認のために、書面より申し出るものとし、
本校がその書面を受理し、本校より提供した物品（受講証、教材など）全ての返還を受けた日を、解約日とします。

３． 受講生が未成年者の場合は、保護者あるいは法定代理人が解約を申し出るものとします。
４． 受講講座をすべて消化した場合や受講期間終了後は、いかなる場合であっても、解約はできません。

第 12 条　中途解約の場合のご返金額の計算方法
【受講開始前の契約解除の場合】
１． 事務手数料・解約料（特定商取引に関する法律を規定する「契約の締結及び履行のために通常要する費用」）として、１万５千円（税込）
をお支払いいただきます。

２． 一つの契約の中に複数の講座・コースがある場合、「受講開始前」とは、いずれの講座・コースの受講も始まっていない場合をさします。
３． お支払済みの金額が上記費用を超える場合は、上記費用を差し引いた残金額を返還します。また、お支払済み金額が上記費用に満た
ない場合は、その差額をお支払いいただきます。

【受講開始後の契約解除の場合】
１． お支払い総額から、次に該当する金額の合計を差し引いた残額を返還します。金額は、いずれも消費税を含みます。
 （１）受講済みの受講料（提供された役務の対価に相当する額）
 （２）解約によって生じる損害金として、残受講料の 20%（ただし、５万円を限度とします。）
 （３）諸費用１万 1 千円（入学手続き諸費用及びコンピュータシステム登録管理料７千円、契約書類作成管理費４千円）
２． お支払済みの金額が上記を超える場合は、上記解約手数料等を控除した残額を、受講生の指定する銀行口座に振り込む方法で返還し
ます。また、お支払済みの金額が上記に満たない場合は、その差額をお支払いいただきます。

３． 受講済み講座の算出は１コマ単位とし、受講生の都合により１コマ未満の端数が生じた場合は、すべて繰り上げさせていただきます。
４． 教育ローンを利用して受講料をお支払いの場合、受講生は、信販会社等所定の方法で精算手続きを行うこととします。
５． 受講生は、中途解約手続きを円滑に行うため、本契約及び教育ローン等の契約、約款に関する受講生の受講内容や教育ローン等の残
債額等の個人情報を、本校及び教育ローン等の会社が相互に提供し、利用することに、同意するものとします。

６． 本約款により入学金、受講料、および、その他の諸費用等の返金を行った場合、受講生は、本校の講座に対する全ての権利を失うも
のとします。

第 13 条　支払停止の抗弁権
受講生が受講契約に関して信販会社の教育ローン等を利用している場合には、本校が受講生に返還すべき受講料があれば、その金額につ
いては、当該信販会社に対して、支払いを停止することができます。但し、契約金額が 4 万円に満たない場合、契約が受講生にとって商
行為となる場合、及び、抗弁の主張が信義則に反する場合は、支払いを停止することができません。

第 14 条　前受金の保全措置
特にありません

受講修了後、1 年以内に雇用保険被保険者として雇用された場合の支給手続きでは以下の書類が必要となります。
※ハローワークから提供される資料に記載されている「資格取得等」の要件はスキルチェックテストの合格が該当します。

インターネット・アカデミーが発行する各種証明書は、以下の条件を満たした場合に発行します。

※1　インターネット・アカデミーが発行する書類です。
※2　「領収書」、「クレジット契約証明書」が発行された後で教育訓練経費の一部が還付された場合に必要となります。

　　 [ 支給手続きに必要な書類 ]
　　・教育訓練給付金 ( 第 101 条の 2 の 7 第 2 号関係 ) 支給申請書　※1
　　・教育訓練給付金 ( 第 101 条の 2 の 7 第 2 号関係 ) 受講証明書　※1
　　・最後の支給単位期間の支給申請時は「専門実践教育訓練終了証明書」　※1
　　・領収証もしくはクレジット契約証明書　※1
　　・返還金明細書　※2
　　・教育訓練経費等確認書
　　・専門実践教育訓練給付最終受給時報告

※1　インターネット・アカデミーが発行する書類です。

　　 [ 支給手続きに必要な書類 ]
　　・教育訓練給付金 ( 第 101 条の 2 の 7 第 2 号関係 ) 支給申請書　※1
　　・専門実践教育訓練終了証明書　※1
　　・領収証もしくはクレジット契約証明書　※1
　　・教育訓練経費等確認書
　　・専門実践教育訓練給付追加給付申請時報告

　　 [ 発行時の条件 ]
　　・対象講座の 8 割以上を受講している
　　・スキルチェックテストで 80 点以上を獲得している

・ハローワークへの照会・申請手続きは、受講者本人がお住まいの地域を管轄するハローワークに書類を提出する必要
   があります。代理人による提出や郵送による手続きは原則認められていません。

・受講期間内に受講を修了できずハローワークからインターネット・アカデミーへの照会があった場合、インターネット・ 
  アカデミーはハローワークに対して受講者の受講状況や到達状況を回答します。

・雇用保険の基本手当の受給が決まっている受講者は、原則として 28 日ごとにハローワークにて失業の認定を受ける
  必要があります。失業の認定は、受講者が求職活動をしており、なおかつハローワークの職業紹介に常に応じられる
   場合に行われます。失業認定日と受講日が重なった場合でも、失業認定日の変更は原則認められません。

注意事項

支給申請

受講開始日から 6 ケ月ごとの期間（支給単位期間）の末日の翌日から起算して 1 か月以内が支給申請期間となります。この期間内
に支給申請の手続きを行う必要があります。手続きの際に、雇用保険被保険者番号とマイナンバーの記入が求められます。

6 ヶ月 6 ヶ月
支給期間
( 1ヶ月 )

支給期間
( 1ヶ月 )

受講開始日


